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株式会社 東京ビッグサイト 
 
 



(令和7年3月31日現在)

（単位：千円）

　 　科 目 金   額 科 目 金 　額

  ( 資 産 の 部 )   ( 負 債 の 部 )

Ⅰ流　動　資　産 Ⅰ流　動　負　債

1 現 金 及 び 預 金 28,589,371 1 未 払 金 6,936,280
2 営 業 未 収 金 543,446 2 リ ー ス 債 務 3,182
3 預 け 金 2,100,000 3 未 払 費 用 13,337

4 前 払 費 用 373,017 4 未 払 法 人 税 等 1,190,378

5 そ の 他 の 流 動 資 産 82,107 5 未 払 消 費 税 等 282,300

6 貸 倒 引 当 金 △ 1,358 6 前 受 金 3,393,894

7 預 り 金 7,190

流 動 資 産 合 計 31,686,584 8 賞 与 引 当 金 74,008

Ⅱ固　定　資　産 9 その他の流動負債 95,109

1 有形固定資産

(1) 建 物 61,176,259 流 動 負 債 合 計 11,995,681

減 価 償 却 累 計 額 △ 34,945,280 26,230,978 Ⅱ固　定　負　債

(2) 構 築 物 1,573,829 1 リ ー ス 債 務 3,978

減 価 償 却 累 計 額 △ 1,297,910 275,919 2 繰 延 税 金 負 債 999,250

(3) 車 輌 2,341 3 退 職 給 付 引 当 金 358,822

減 価 償 却 累 計 額 △ 2,341 0 4 資 産 除 去 債 務 1,254,456

(4) 工 具 ､ 器 具 及 び 備 品 2,190,216 5 預り保証金及び敷金 4,672,468

減 価 償 却 累 計 額 △ 1,999,721 190,494

(5) 土 地 19,169,527    固 定 負 債 合 計 7,288,976

(6) リ － ス 資 産 16,750 19,284,657

減 価 償 却 累 計 額 △ 10,613 6,137   ( 純資産の部 )

(7) 建 設 仮 勘 定 3,926,000 株　主　資　本 

有 形 固 定 資 産 合 計 49,799,058 Ⅰ 資 本 金 5,571,000

2 無形固定資産 Ⅱ 資 本 剰 余 金

(1) ソ フ ト ウ ェ ア 72,821 1 資 本 準 備 金 3,348,750

(2) 商 標 権 70    資 本 剰 余 金 合 計 3,348,750

(3) 電 話 加 入 権 4,859 Ⅲ 利 益 剰 余 金

無 形 固 定 資 産 合 計 77,751 1 利 益 準 備 金 300,000

3 投資その他の資産 2 その他利益剰余金

(1) 投 資 有 価 証 券 3,995,475 (1)固定資産圧縮積立金 12,567,237

(2) 関 係 会 社 株 式 200,177 (2)別 途 積 立 金 40,000,002

(3) 長 期 前 払 費 用 1,858,673 (3)繰越利益剰余金 9,225,470 61,792,710

(4) 長 期 性 預 金 2,000,000 利 益 剰 余 金 合 計 62,092,710

(5) 差 入 保 証 金 及 び 敷 金 480,262 Ⅳ 自 己 株 式 △ 199,135

(6) そ の 他 10,965 株 主 資 本 合 計 70,813,325

(7) 貸 倒 引 当 金 △ 10,965
投 資 そ の 他 の 資 産 合 計 8,534,588

固 定 資 産 合 計 58,411,399 70,813,325

90,097,983 90,097,983

(注)記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

貸 借 対 照 表

資　産  合  計 負債及び純資産合計

負  債  合  計

 純 資 産 合 計



    (単位：千円)

   科　　 目   　　　　　金　　　　 額
 Ⅰ 営  業  収  益

1 会場運営事業収入 12,655,465
2 主催事業収入 3,656,082
3 賃貸事業収入 8,268,855
4 その他の事業収入 140,299 24,720,703

 Ⅱ 営  業  原　価
1 会場運営事業原価 9,985,040
2 主催事業原価 2,199,524
3 賃貸事業原価 6,175,948
4 その他の事業原価 75,594 18,436,107

営 業 総 利 益 6,284,595
  1,468,644

営 業 利 益 4,815,950
 Ⅳ 営 業 外 収 益

1 受取利息 13,148
2 受取配当金 125,082
3 その他 12,737 150,968

 Ⅴ 営 業 外 費 用
1 その他 645

経 常 利 益 4,966,274
 Ⅵ 特  別　損　失

1 固定資産除却損 46,742
税 引 前 当 期 純 利 益 4,919,531

 Ⅶ 法　人　税　等
法人税、住民税及び事業税 1,725,586
法人税等調整額 △ 222,399 1,503,186

当 期 純 利 益 3,416,344

     

 

損  益  計  算  書

 Ⅲ 販売費及び一般管理費

(注)記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。  

令和 6年4月 1日から
令和 7年3月31日まで



   株主資本等変動計算書

令和 6年4月 1日から

令和 7年3月31日まで

(単位：千円)

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 利益準備金

令和6年4月1日残高 5,571,000 3,348,750 300,000

事業年度中の変動額

　剰余金の配当

　当期純利益

 固定資産圧縮積立金の取崩

　税率変更による圧縮積立金の調整額

事業年度中の変動額合計 - - - 

令和7年3月31日残高 5,571,000 3,348,750 300,000

固定資産圧縮積立金 別途積立金 繰越利益剰余金

令和6年4月1日残高 12,923,789 40,000,002 5,554,175 58,777,967

事業年度中の変動額

　剰余金の配当 △ 101,600 △ 101,600

　当期純利益 3,416,344 3,416,344

  固定資産圧縮積立金の取崩 △ 193,942 193,942 - 

　税率変更による圧縮積立金の調整額 △ 162,609 162,609 - 

事業年度中の変動額合計 △ 356,551 - 3,671,295 3,314,743

令和7年3月31日残高 12,567,237 40,000,002 9,225,470 62,092,710

自己株式 株主資本合計

令和6年4月1日残高 △ 199,135 67,498,582 67,498,582

事業年度中の変動額

　剰余金の配当 △ 101,600 △ 101,600

　当期純利益 3,416,344 3,416,344

 固定資産圧縮積立金の取崩 - - 

　税率変更による圧縮積立金の調整額 - - 

事業年度中の変動額合計 - 3,314,743 3,314,743

令和7年3月31日残高 △ 199,135 70,813,325 70,813,325

(注)記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

利益剰余金合計

株主資本
  純資産合計

株　主　資　本

資本金

株　主　資　本

利益剰余金

その他利益剰余金



個 別 注 記 表

(重要な会計方針に係る事項に関する注記) 
1. 資産の評価基準及び評価方法

有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式 移動平均法による原価法

満期保有目的債権 償却原価法による定額法

2. 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産の減価償却の方法(リ－ス資産を除く)
車輌については定率法を、建物その他については定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物 3～50 年 
車輌及び工具器具備品 2～20 年 

(2) 無形固定資産の減価償却の方法(リ－ス資産を除く)
定額法によっております。

なお、自社利用のソフトウェアについては社内における利用可能期間(5 年)に基

づいております。

(3) リ－ス資産の減価償却の方法

リ－ス期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

(4) 長期前払費用の償却の方法

均等償却しております。

なお、東京都の土地造成事業に係る費用負担金については、駐車場利用として

便益を受ける期間(22 年)に基づいております。 

3. 引当金の計上方法

(1) 貸倒引当金の計上方法

売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込

額を計上しております。

(2) 賞与引当金の計上方法

従業員に対する賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額のうち当期の負担

額を計上しております。

(3) 退職給付引当金の計上方法

従業員の退職給付の支払に備えるため、期末自己都合要支給額(簡便法による退

職給付債務)から年金資産の額を控除した額を計上しております。 

4. 収益の計上基準

顧客との契約について、下記の 5 ステップアプローチに基づき、収益を認識し 
ております。

ステップ 1:顧客との契約を識別する。



 
 

ステップ 2:契約における履行義務を識別する。 
ステップ 3:取引価格を算定する。 
ステップ 4:取引価格を契約における各履行義務に配分する。 
ステップ 5:履行義務を充足した時点で(または充足するに応じて)収益を認識する。 
 
当社における主たる履行義務は、次の通りです。 
 
① 会場管理・運営事業 
当社は、東京ビッグサイトの管理・運営サービスを顧客へ提供しています。 
当該履行義務については、顧客の利用が完了した時点で履行義務が充足される 
取引であり、当該履行義務を充足した時点で収益を認識しております。 

 
② 展示会主催・運営事業 
当社は、展示会の主催・運営サービスを顧客へ提供しています。 
当該履行義務については、顧客の利用が完了した時点で履行義務が充足される 
取引であり、当該履行義務を充足した時点で収益を認識しております。 

 
③ ビル管理・運営事業 
当社は、ビルの管理・運営サービスを顧客へ提供しています。 
当該履行義務については、一定の期間にわたり履行義務が充足される取引であ 
り、履行義務の充足に応じて収益を認識しております。 

 
(収益認識に関する注記) 

収益を理解するための基礎となる情報 
「重要な会計方針に係る事項に関する注記 4.収益の計上基準」に同様の内容を記載し 
ているため、注記を省略しています。  

 
(貸借対照表に関する注記) 

1. 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 
短期金銭債権         2,150,729 千円 
短期金銭債務             84,364 千円 

              
2. その他の注記 

長期前払費用には東京都の土地造成事業に係る費用負担金 1,843,434 千円が含ま

れております。なお、当該造成地は、当社が駐車場、イベント開催等で利用するた

め借用するものであります。 
 
(損益計算書に関する注記) 

1. 関係会社との取引         営業収益    183,337 千円 
営業費用    932,740 千円 

                   そ の 他         136,837 千円 
 
 



 
 

(株主資本等変動計算書に関する注記) 
1. 当事業年度の末日における発行済株式の総数 

普通株式       2,619,705 株 
 

2. 当事業年度の末日における自己株式の数 
普通株式        79,690 株 

 
3. 当事業年度中に行った剰余金の配当に関する事項 

決 議 
株式の

種類 
配当金の総額  

(千円) 

１株当た

り配当額

(円) 
基 準 日 効力発生日 

令和 6 年 6 月 25 日 

(定時株主総会) 普通株式 101,600 40 令和 6 年 3 月 31 日 令和 6 年 6 月 26 日 

4. 当事業年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項 
令和 7 年 6 月 27 日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する

事項を次のとおり提案しております。 

決  議 
株式の

種類 
配当の原資 

 

配当金

の総額

(千円) 

１株当

たり配

当額(円) 
基 準 日 効力発生日 

令和 7 年 6 月 27 日 

(定時株主総会) 普通株式 利益剰余金 101,600 40 令和 7 年 3 月 31 日 令和 7 年 6 月 30 日 

 

5. 新株予約権 
該当事項はありません。 

 
(税効果会計に関する注記) 

1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

   繰延税金資産 

       未払事業税             76,473 千円 

    未払事業所税              53,578 千円 

    賞与引当金            22,661 千円 

    減損損失(パーク建物等)        3,641,074 千円 

    減価償却超過・減損損失(東新棟) 1,686,425 千円 

       退職給付引当金          112,920 千円 

       長期前払費用              534,052 千円 

       資産除去債務           395,404 千円 

    修繕工事 自己否認       238,545 千円 

    その他                24,675 千円 

   繰延税金資産小計         6,785,811 千円 

       評価性引当額               △1,962,278 千円 

   繰延税金資産合計            4,823,533 千円 
    繰延税金負債 
    固定資産圧縮積立金       5,780,769 千円 



 
 

       その他                42,015 千円 
     繰延税金負債合計          5,822,784 千円 
     繰延税金負債の純額          999,250 千円 
 

2. 法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正 
「所得税法等の一部を改正する法律」（令和 7 年法律第 13 号）が令和 7 年 3 月 31 

    日に国会で成立したことに伴い、令和 8 年 4 月 1 日以降に解消が見込まれる一時 
差異等に係る繰延税金資産及び繰延税金負債については、法定実効税率を 30.62％か 
ら 31.52％に変更し計算しております。 
この変更により、当事業年度の繰延税金負債（繰延税金資産の金額を控除した金 

額）は 35,801 千円増加し、法人税等調整額が 126,807 千円、固定資産圧縮積立金が 
162,609 千円それぞれ減少しております。 

 
(リースにより使用する固定資産に関する注記) 

貸借対照表に計上した固定資産のほか、事務機器等の一部については所有権移転外ファ

イナンス・リ－ス契約によっております。 

 
(金融商品に関する注記) 

1. 金融商品の状況に関する事項 
当社の資金運用の内容は、自己資金による短期的な預金等であります。 
営業未収金は、顧客の信用リスクに晒されておりますが、取引先ごとの期日管理

及び残高管理を行い、リスクの低減を図っております。 
預け金は、親会社が行うグル－プファイナンスの運営のために預け入れているも

のであります。 
差入保証金及び敷金は、主として土地の定期賃借に伴うものであります。 
営業債務である未払金は、そのほとんどが 1 年以内の支払期日です。 

 
2. 金融商品の時価等に関する事項 

令和 7 年 3 月 31 日(当期の決算日)における貸借対照表計上額、時価及びこれらの
差額については、次のとおりであります。なお、市場価格のない株式等は、次表に
は含めておりません。(注 1) 

         
(単位：千円) 

 貸借対照表計上額(＊1) 時価(＊1) 差額(△) 
(1) 現金及び預金 
(2) 営業未収金 
(3) 預け金 
(4) 投資有価証券(注 2・3) 
(5) 長期性預金(注 2) 
(6) 差入保証金及び敷金(注 2) 
(7) 未払金 
(8) 未払法人税等 
(9) 未払消費税等 
(10)預り金 
(11)預り保証金及び敷金(注 2) 

28,589,371   
543,446   

                                     2,100,000   
       3,995,475   

 2,000,000   
480,262     

  (6,936,280)     
           (1,190,378)     

(282,300)     
(7,190)     

(4,672,468) 
                                  

28,589,371 
     543,446 
    2,100,000 
  3,988,350 

1,987,063 
473,730 

(6,936,280) 
(1,190,378) 
 (282,300) 

      (7,190) 
   (3,366,590) 

－ 
     － 
   － 

△7,125 
△12,937 
△6,532 

     － 
     － 
    － 
   － 
△1,305,878 



 
 

   (＊1) 負債に計上されているものについては、(  )で示しております。 
(注 1) 市場価格のない株式等 

区分 貸借対照表計上額(千円) 

非上場株式     200,177 
 

(注 2) 金融商品の時価の算定方法 
(1)現金及び預金、(2)営業未収金、(3)預け金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当

該帳簿価額によっております。 
(4)投資有価証券は、公表されている価格により算出しております。なお、投資有価 

証券は満期保有目的債券とし保有しており、これに関する貸借対照表計上額と時

価との差額は以下のとおりです。 
 

(単位：千円) 
 種類 貸借対照表計上額 時価 差額 
時価が貸借対照表計上額を

超えるもの 
債券 － － － 

時価が貸借対照表計上額を

超えないもの 
債券 3,995,475 3,988,350 △7,125 

合計 3,995,475 3,988,350 △7,125 
 

(5)長期性預金は、同様の新規預け入れを行った場合に想定される利率で現在価値に 
割引いて算出しております。 

(6)差入保証金及び敷金は契約に基づく返還時までの年数により、現在価値に割引い 
て算定しております。なお、短期間で返還されるものについては、時価は帳簿価

額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。 
(7)未払金、(8)未払法人税等、(9)未払消費税等、(10)預り金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当

該帳簿価額によっております。 
(11)預り保証金及び敷金の時価は、賃借人の入居から退去までの実質的な預託期間に 

応じた将来キャッシュ・フローから信用リスクを加味した利率で割り引いて算 
定しております。 

 
(注 3) 満期のある有価証券（債券）の決算日後の償還予定額 

(単位：千円) 

投資有価証券 
1 年以内 1 年超 2 年以内 2 年超 3 年以内 

－ 1,500,000 － 
    

 
３年超４年以内 ４年超５年以内 ５年超 

－ 2,500,000 － 
    

 



 
 

(賃貸等不動産に関する注記) 
1. 賃貸等不動産の状況に関する事項 

当社では、東京都江東区において、オフィス・ホテル・レストラン・会議室・ホ

－ル等を用途とした賃貸ビル(土地を含む。)を有しております。 
 

2. 賃貸不動産の時価等に関する事項                (単位：千円) 
          貸借対照表計上額                  時価 

       44,068,100         63,800,000 
 (注 1)貸借対照表計上額は、取得価額から減価償却累計額を控除した金額であります。 
  (注 2)当期末の時価は、主として外部の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づく金

額(不動産鑑定時からの調整を含む。)であります。 
 
(関連当事者との取引に関する注記) 
種類 会社等の名

称 

議決権等

の所有(被

所有)割合 

関連当

事者と

の関係 

取引の内容 

 

取引金額

(千円) 

 

取引条件及

び取引条件

の決定方針

等 

科目 

 

期末残高 

(千円) 

親会社 

 
 
 
親会社

の子会

社 
 
主要株

主 

㈱東京臨海

ホ－ルディ

ングス 
 
 
 
東京臨海熱

供給㈱ 
 
 
東京都 

被所有 
直接

75.80% 
 
 
  
 － 
 
 
 
被所有 
直接 
0.00% 

間接 
75.80% 

役員の

兼任 
 
 
 
 
なし 
 
 
 
親会社

の主要

株主 
役員の

兼任 

資金の預入 
及び 
利息の受取 
 
 
 
熱使用料の  
支払 
 
 
利用料の納

付 
 
 
土地賃借に

係る保証金 
 
 
土地賃借料

の支払 

－ 
    
    9,243 
 
 

 
1,675,178 

 
 
 

3,069,889 
   

 
 

－ 
 
 
 

 615,773 
 

運営規定に

定める 
    同上 
 
 
 
料金に関す

る契約に定

める 
 
貸付契約及

び賃貸借契

約に定める 
 
定期賃貸借

契約に定め

る 
 
  同上 
 

預け金 
 

その他 
の流動 
資産 
 
未払金 
 
 
 
未払金 
 
 
 
差入保

証金 
 
 
未払金 
 

2,100,000 
 

 9,243 
 
 
 

133,741 
 
 
 
1,587,258  

  
 
 

249,866 
 
 

 
159,033 

 

(注) 取引金額には消費税等は含まれておりません。期末残高には消費税等が含まれております。 
 
(１株当たり情報に関する注記) 

1. １株当たり純資産額         27,879 円 09 銭 
2. １株当たり当期純利益       1,345 円 00 銭 

 
(資産除去債務に関する注記) 

資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの 
(1) 当該資産除去債務の概要 

当社は土地又は建物所有者との間で不動産賃貸借契約を締結しており、賃貸借期

間終了時に原状回復する義務を有しているため、契約及び法令上の義務に関して資

産除去債務を計上しております。 
(2) 当該資産除去債務の金額の算定方法 

資産除去債務の見積りにあたり、使用見込期間は 10 年から 41 年、割引率 0.088% 



 
 

から 2.184%を採用しております。 
(3) 当事業年度における当該資産除去債務の総額の増減 

期首残高              1,252,789 千円 
有形固定資産の取得に伴う増加額         － 千円 
有形固定資産の除却に伴う減少額      － 千円 
時の経過による調整額         1,666 千円 
期末残高                          1,254,456 千円 

 
(重要な後発事象に関する注記) 

該当事項はありません。 




